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(2) 当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
  

回次 第８期 第９期 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月



 
  

(注) １ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２ 純資産額及び総資産額の算定にあたり、第２期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」（以

下、「１株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業

会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 
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当行グループは、親会社である株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの下、当行、子会社

165社(うち連結子会社165社)および関連会社48社(うち持分法適用会社47社、持分法非適用会社１社)で構

成され、銀行業務を中心にクレジットカード業務、その他(リース業務、金融商品取引業務(証券業務)等)

の金融サービスに係る事業を行っております。 

事業の種類別セグメントに基づく事業系統図は以下のとおりです。 

 



  

 





 
  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有(又は
被所有) 
割合 
(％)

当行との関係内容

役員の
兼任等
(人)

資金 
援助
営業上 
の取引

設備の
賃貸借

業務
提携

BankaofaTokyo- 
MitsubishiaUFJa 
(Polska)a

7ﾈ�ｸ
8縦�5oc



 
  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な
事業の内容

議決権の
所有(又は
被所有) 
割合 
(％)

当行との関係内容

役員の
兼任等
(人)

資金
援助
営業上 
��  







第２ 【事業の状況】 

当連結会計年度の金融経済環境ですが、海外経済は、中国経済をはじめ新興国が高成長を続ける一方、

米国経済が住宅バブルの崩壊やサブプライム問題を契機とする金融・資本市場の混乱から、年明け以降、

後退色を強めたほか、欧州経済も減速基調が鮮明となるなど、米国を中心に先行きに対する不透明感が急

速に強まりました。この間、わが国経済は、新興国向け輸出等が下支えとなり全体としては緩やかな減速

に留まりましたが、個人消費が賃金の低迷等を背景に伸び悩んだほか、年度末にかけては、海外経済の後

退懸念ﾏを峩ﾑ苧ｿｪ済景謙鴻ｫﾀ等ｎ壊けぬる業ど慶鏡感が矯贈



さらに、内部管理態勢・コンプライアンス態勢面では、金融商品取引法の施行等も踏まえ、国内外の拠

点において内部管理専担者を増強するなど、利用者保護・消費者重視のための態勢整備を進めてまいりま

した。 

一方で、当行は、平成18年12月19日、米国監督当局より、米国におけるマネー・ローンダリング防止対



１ 日本 
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(6) 国内・海外別貸出金残高の状況 

① 業種別貸出状況(残高・構成比) 

  

 
$�





(参考) 

当行の単体情報のうち、参考として以下の情報を掲げております。 

１ 損益状況(単体) 

(1) 損益の概要(単体) 







    

５ 債務の保証(支�    

許 分



（自己資本比率の状況） 

（参考） 











 
  

[１]
①発行体 UFJaPreferredaCapitala1aLimited
②発行証券の種類 





 
  

[３]
①



    

 
  

⑧



 
(注) 清算事由、支払不能事由又は規制事由 

   清算事由： 

（ⅰ）日本法に基づき当行の清算手続が開始された場合、又は(ⅱ）日本の管轄裁判所が、（a）破産法に基

づき当行の破産手続開始の決定を行った場合、もしくは（b）会社更生法に基づき当行の事業の全部の廃止を

内容とする更生計画案の作成を許可した場合 

   支払不能事由： 

当行について、（ⅰ）破産法における支払不能が発生した場合、(ⅱ）当行の負債（基本�

謎汐I9なを鉱B���

  ﾍ規制事由： 訴基本�

�,ﾈﾋが；Z軏祢�怪���"ﾃ賎geながB�ib合 













資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」(平成10年法律第132号)第６条に基づ

き、当行の貸借対照表の社債(恆ﾖﾌ社高�Lﾖす�ﾎ [ K ｸ 定 す も L ﾙ ｿ ﾟ ( 券 閧 ﾌ 最 穹 つ 第 � 2 犖 の ﾉ 限 謔 � " ・ s の ｼ





  

当行および当行グループ(以下、当行という。)の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重

要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリス



・既存の貸出についての利鞘拡大が進まないこと。 

・競争状況または市場環境により、当行が目指



平成18年12月、当行は、サンフランシスコ連邦準備銀行、ニューヨーク連邦準備銀行およびニューヨー



また、予期しない問題が発生した場合等において、想定外の損失、訴訟、政府当局による何らかの措

置、処分が発生したり、当行の連結ベースの財務





④ 本邦の金融機関(銀行、ノンバンク、証券会社および保険会社等を含みます。)の中には、資産内容の

劣化およびその他の財務上の問題が引続き存在している可能性があり、今後一層悪化する可能性も払拭

できません。こうした本邦金融機関の財政的困難が長引くと、金融機関の流動性および支払能力に問題

が生じるおそれもあり、以下の理由により当行に悪影響を及ぼす可能性があります。 

・問題の生じた金融機関が貸出先に対して財政支援を打ち切るまたは減少させるかもしれません。その

結果、当該貸出先の破綻や、当該貸出先に対して貸出をしている当行の不良債権の増加を招くかもし

れません。 

・経営破綻に陥った金融機関に対する支援に当行が参加を要請されるおそれがあります。 

・当行は、一部金融機関の株式を保有しております。 





○aバンキング業務のVaR 

算純aｑO提)R 









(2)a







(1)a吸収合併の目的 





  

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりで���  





１．経営成績の分析 

  

(1)a主な収支 

連結業務粗利益は、役務取引等収支が前連結会計年度比544億円減少したこと、その他業務収支が

前連結会計年度比1,067億円減少したことを主因に、前連結会計年度比869億円減少して２兆8,204億

円となりました。 

営業経費(臨時費用控除後)は、201億円増加して１兆6,346億円となったため、連結業務純益(一般

貸倒引当金繰入前・信託勘定償却前)は、前連結会計年度比1,071億円減少して１兆1,857億円となり

ました。 

  

 
  

前連結会計年度
(億円) 
(A)

当連結会計年度 
(億円) 
(B)

前連結会計年度比
(億円) 
(B－A)























４ 上記には、連結会社以外の者に貸与している土地、建物が含まれており、その内訳は次のとおりであ

ります。 

 
５ 三菱ＵＦＪニコス株式会社は上記のほか、ソフトウェア資産a67,354百万円を所有しております。 

６ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。尚、年間リース料は、賃貸借取引に係る方

法に準じて会計処理を行ったファイナンス・リース取引に係る支払リース料を記載しております。 

 
７ 三菱ＵＦＪニコス株式会社は、営業用の賃貸資産16,019百万円を所有しており、上記の「その他の有

形固定資産」に含めて記載しております。 

  

(その他) 

 
(注)a１ 上記は、貸借対照表の有形固定資産の内訳に準じて記載しております。 

２ 株式会社日本ビジネスリースは、上記の「その他の有形固定資産」に含まれているものを含め、営業

用の賃貸資産a292,638百万円を所有しております。 

BTMUaLeasea(Deutschland)aGmbHは、上記の「その他の有形固定資産」に含まれているものを含め、

営業用の賃貸資産a12,061百万円を所有しております。 

�a a











ⅱ) 普通株式の分割又は普通株式の無償割当てを行う場合（自己株式の処分を行う場合を含

む。） 

調整後取得価額は、株式の分割又は無償割当てのための基準日の翌日以降、これを適用す

る。 

ただし、剰余金の額を減少して資本金の額を増加することを条件としてその部分をもって株

式の分割又は無償割当てを行う�,ﾉZｨｨIiH,ﾙk8�ｨI9h,H,ﾈ+ﾘ-�,ﾊをもらﾎ後/yh-橇刑?ｨｶ;ﾘ!B 調整後取得価額ば割･浮ﾄ資本金の式を荘j 

る。













(7) 一斉取得 

（平成20年６月26日開催の定時株主総会および第三種優先株式にかかる種類株主総会における定款の一

部変更により、第五種優先株式の一斉取得に関する規定をすべて削除しております。） 

当行は、平成21年３月30日までに取得請求のなかった本優先株式を、平成21年３月31日をもって取得

し、これと引換えに、１株につき2,000円を平成21年３月31日に先立つ45取引日目に始まる30取引日

（終値のない日数を除く。）の東京証券取引所における株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の1,000分の１の値の平均値（円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）で除して得られる数の普通株式を交付する。た

だし、この場合、当該平均値が910円50銭を下回るときは、2,000円を910円50銭で除して得られる数の

普通株式を交付する。 

上記の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法

によりこれを取り扱う。 

  
６ 第一回第六種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先配当金 

①優先配当金 

当行は、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された本優先株式を有する株主（以下「優先

株主」という。）又は本優先株式の登録株式質権者（以下「優先登録株式質権者」という。）に対

し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という。）に先立ち、本優先株式１株につき年210円90銭の金銭による剰余金の

配当（以下かかる配当により支払われる金銭を「優先配当金」という。）を行う。ただし、平成20年

3月31日を基準日とする優先配当金の額については、１株につき80円68銭とする。また、当該事業年

度において下記

度におぎこ本優先株）繭「優先登録株式質犬）わ除ぜり支砿の金銭による剰余叫る配廛先

当0:を告V績@0:�謇~、�？れを德わｓｯ�ﾐ萌6Δ3ｬ数B=ン㌃硼除ｭj免年

配当（以下かかる配橡対

配�

eﾘ-N２B）A毎白ﾊ株＠B｢初6ﾉu蒼槙Y事業�845~ｺかかる蛤$�.h,Xｫ翌髣D先怦岑*�*�.僭ｩ<���
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(5) 【所有者別状況】 

① 普通株式 

平成20年３月31日現在 

 
  

② 第一回第二種優先株式 

平成20年３月31日現在 

 
  

③ 第一回第三種優先株式 

平成20年３月31日現在 

 
(注) 「個人その他」の9,300単元は自己株式9,300千株に係るものであります。 

  

④ 第一回第四種優先株式 

平成20年３月31日現在 

 
(注) 「個人その他」の79,700単元は自己株式79,700千株に係るものであります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
地方公共 拉共





④ 第一回第四種優先株式 

平成20年３月31日現在 

 
  

⑤ 第一回第五種優先株式 

平成20年３月31日現在 

 
  

⑥ 第一回第六種優先株式 

平成20年３月31日現在 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成20年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成20年３月31日現在 

 
(注)aa無議決権株式のうち、第一回第三種優先株式9,300,000株、第一回第四種優先株式79,700,000株及び第一回第五種

優先株式150,000,000株は自己株式であります。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当ありません。 

  

�� 庶齡鎧這L博ｮ灯N

 ｭ行済株式¢鵠Nﾍ苑ﾎｷ。�



  







  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

頭取

(代表取締役) 

システム統合 

推進部の担当

永 易 克 典
昭和22年 

４月６日生

昭和45年５月 三菱銀行入行 

平 成 20

年 ６ 月

か ら１

年 

― 

平成９年５月 東京三菱銀行関連事業第一部長 

年６月

から１

年 

― 

平成９年５月 東京三菱銀行関連事業第一部長 

年 



  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

副頭取
(代表取締役) 

中部駐在
佐 々 和 夫

昭和22年 

４月７日生

昭和45年４月 東海銀行入行 

平 成 20

年 ６ 月

か ら１

年 

― 

平成10年５月 同営業企画部長 

平成10年６月 同執行役員営業企画部長 

平成11年５月 同執行役員営業サポートユニット長 

平成12年４月 同常務執行役員 

平成12年６月 同常務取締役法人企画部長 

平成13年２月 同常務取締役戦略事業部担当 

平成13年４月 株式会社ＵＦＪホールディングス常

務執行役員リテールビジネスユニッ

ト長 

平成14年１月 ＵＦＪ銀行専務執行役員リテールカ

ンパニー長 

平成16年５月 同取締役専務執行役員中部地区担

当、総合リスク管理部・与信企画部

担当、リテールカンパニー長 

平成16年６月 同取締役専務執行役員中部地区担

当、総合リスク管理部・与信企画部





  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株)

常務取締役

総務部・企画





  











③ 監査役／監査役会 

当行は監査役設置会社です。提出日現在の監査役会は８名の監査役で構成されており、うち４

名(半数)は社外監査役です。 

各監査役は、監査役会で策定された監査方針および監査計画に基づき、取締役会をはじめとす

る重要な会議への出席や、業務および財産
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(3)a







 

４．リスク管理体制 

損失の危険の管理に関する規程その他の体制(施行規則第100条第１項第２号) 

(1) 業務遂行から生じる様々なリスクを可能な限り統一的な尺度で総合的に把握したうえで、経営の安全性

を確保しつつ、株主価値の極大化を追求するため、統合リスク管理・運営を行う。 

(2) リスクを次のように分類したうえで、リスク管理・運営のための行則を制定する。 

① 信用リスク 

② 市場リスク 

③ 資金流動性リスク 

④ オペレーショナルリスク 

⑤ 決済リスク 

(3) 当行グループの統合リスク運営のための管理体制を整備するものとする。リスクの管理・運営に係わる

委員会や、リスク管理を担当する役員および統括部署等を設置する。 

(4) リスクの特定、計測、コントロールおよびモニタリングからなるリスク管理プロセスによって適切にリ

スクを管理する。 

(5) 割当資本制度(リスクを計量化し、当行グループ全体の経済資本(リスク量に見合う資本)を、当行部門

ごとにリスクカテゴリー別にそれぞれ割り当てる制度)を運営するための体制を整備する。 

(6)a危機事象の発生に伴う経済的損失および信用失墜等を最小限に止めるとともに、業務継続および迅速な

通常機能の回復を確保するために必要な態勢を整備する。 

５．職務執行の効率性確保のための体制 

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制(施行規則第100条第１項第３号) 

(1) 経営目標を定めるとともに、当行グループの経営計画を制定し、適切な手法に基づく経営管理を行う。 

(2) 経営会議を設置し、取締役会より一定の事項の決定等を委任する。経営会議は、受任事項の決定の他、

取締役会の意思決定に資するため取締役会付議事項を事前に検討する。また、経営会議の諮問機関とし

て各種の委員会を設置する。 



 
  

(4)a役員報酬の内容 

 
(注)a１ 役員報酬は、当行役員に対して当行が支払った役員報酬の合計を記載しております。 

    a尚、連結子会社による当行役員に対する役員報酬の支払いはありません。 

  a２ 上記以外に当行が支払った退職慰労金は、取締役594百万円、監査役21百万円であります。うち、

社外取締役に対する支払いは13百万円であり、社外監査役に対する支払いはありません。 

   a尚、連結子会社による当行役員に対する退職慰労金の支払いはありません。 

  

(5)a監査報酬の内容 

 
 (注) 上記の報酬総額は、当行および当行連結子会社の合計を記載しております。 

  

(3)a当行および当行グループの内部監査および法令遵守等に関わる事項を審議する取締役会傘下の任意の委

員会として「監査委員会」を、内部監査担当部署として監査部を設置する。 

(4)a当行内部監査担当部署は、㈱



(6)a社外取締役、社外監査役または会計監査人との間で会社法第427条第１項に規定する契約（いわゆ

る責任限定契約）を締結した場合の当該契約の内容の概要 

当行は社外取締役a石原邦夫氏および尾﨑輝郎氏ならびに社外監査役a髙須賀劦氏、宗岡広太郎氏、





第５ 【経理の状況】 

１ 当行の連結財務諸表



(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

１ 【連結財務諸表等】

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比

















連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

(自 平成18年４月１日   連捲�a8�7�  



  

 
  



 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度



















 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(16)外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債及び海外

支店勘定は、取得時の為替相場によ

る円換算額を付す関連会社株式を除

き、主として連結決算日の為替相場

による円換算額を付しております。 

連結子会社の外貨建資産・負債に

ついては、それぞれの決算日等の為

替相場により換算しております。 

(16)外貨建資産・負債の換算基準 

同�+x��

当行及びﾙ1�

刻旨れる社のﾈﾈ外のEt4





 



 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(19)消費税等の会計処理 

当行及び国内連結子会社の消費税

及び地方消費税(以下「消費税等」

という)の会計処理は、税抜方式に

よっております。なお、有形固定資

産に係る控除対象外消費税等は発生

した連結会計年度の費用に計上して

おります。 

(19)消費税等の会計処理 

     同左 

(20)手形割引及び再割引の会計処理 

手形割引及び再割引は、業種別監

査委員会報告第24号に基づき金融取

引として処理しております。 

(20)手形割引及び再割引の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

産に軍紗斧

つい�,ﾐ依@引とｙり資



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度当����ﾘ妺�顰m�軏�=��蝠ﾏ杭Eﾏ構専事亊寺�d要年本���



 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

  

（固定資産の減損に係る会計基準における資産のグル

ーピングの方法の変更） 

 当行の連結子会社である三菱ＵＦＪニコス株式会社

は、株式会社ディーシーカードとの合併を契機とし

て、資産のグルーピング単位を、クレジット事業に係

る資産全体についてクレジット事業グループとするグ

ルーピングから、管理会計上の区分として継続的な収

支の管理・把握を実施している各事業単位を基本とし

たグルーピングに変更しております。この変更は、合

併に伴い業務システムの選別を行ったこと及び構造改

革の実施を行うことなどに伴う変更であります。a 

 なお、この変更により経常利益は1,085百万円増加

し、税金等調整前当期純利益は4,174百万円減少してお

ります。a 



表示方法の変更 

  

 
  

(自 平成18年４



(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
(1)「連結調整勘定償却額」は「のれん償却額」又は
「負ののれん償却額」に含めて表示しております。 





追加情報 

  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

（事業区分の変更） 

 従来、区分表示しておりました「証券業」の区分につ

きましては、平成17年７月に連結子会社の三菱証券株式

会社(現 三菱ＵＦＪ証券株式会社)が株式会社三菱東京

フィナンシャル・グループ(現 株式会社三菱ＵＦＪフ

ィナンシャル・グループ)の直接出資子会社となって表示しております。 

菱ＵＦＪニコス株式会社)が連結子会社となっ

伴い、当連結会計年度より、従来「その他」の区分に含

まれていた「クレジットカード業」を区分して開示して

おります。 

――――――
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 



 
  

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成20年３月31日)





    

 
  

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※10 有形固定資産の減価償却累計額a1,208,464百万円 ※10 有形固定資産の減価償却累計額a1,192,096百万円 

※11 有形固定資産の圧縮記帳額 84,970百万円 
   (当連結会計年度圧縮記帳額 －百万円)



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

※１ その他経常収益には、リース業を営む連結子会社

に係る受取リース料156,856百万円、株式等売却益





３ 配当に関する事項 

 
  

  



Ⅱ 当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(単位：千株) 

 
注１ 第一回第六種優先株式の増加1,000)    

........







(リース取引関係) 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会�
至 平成19年３月#�日) 







    

の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破綻懸

念先とは、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社であります。要注意先とは、

今後の管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先

及び要注意先以外の発行会社であります。 

  
  
４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

  

 
  





４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

  

 
  借∃照表�7上額,�1を除く  





    

(その他有価証券評価差額金) 

Ⅰ 前連結会計年度 







(3) 株式関連取引(平成19年３月31日現在) 

該当ありません。 





Ⅱ 当連結会計年度 

(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで) 





(3) 株式関連取引(平成20年３月31日現在) 



    

(6) クレジットデリバティブ取引(平成20年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

２ 時価の算定 

割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 

３ 「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であります。 

  

(7) その他(平成20年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

２ 時価の算定 

オプション価格計算モデル等により算定しております。 

  



(退職給付関係) 



    

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

区分
前連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成20年３月31日現在)

(1)a割引率 

 

当行及び国内連結
子会社 

1.90％～2.50 ％







(税効果会計関係) 





 
(2) 連結財務諸表に含まれている被�



⑤a取引の目的を含む取引の概要 

 ＭＵＦＧグループの中核カード会社であるＵＦＪニ�、更借あ刈業価



(3) 連結財務諸表における事業の種類別セグメントにおいて、当該分離した事業が含まれていた事業

�3>

(ﾗ>魔�













【海外経常収益】 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 







(開示対象特別目的会社関係) 

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ 開示対象特別目的会社の概要及び開示





２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 
  

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)



(重要な後発事象) 
  











３ 「前期末残高」及び「当期末残高」欄の( )書きは外貨建社債の金額であります。 
４ 「前期末残高」及び「当期末残高」欄の[ ]書きは、１年以内に償還が予定されている金額であります。 
５ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 
  

 
  

【借入金等明細表】 





 
  

前事業年度末
(平成19年３月31日)

当事業年度末 
(平成20年３月31日)

区分
注記 
白豪L 
当�









③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計
資本準備金

資本剰余金 

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計海外投資等 

損失準備金

行員退職 

手当基金
別途積立金

繰越利益 

剰余金



当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
  

 
  

 
  

株主資本



重要な会計方針 

  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

１ 特定取引資産・負債の評

価基準及び収益・費用の

計上基準 

 金利、通貨の価格、有価証券市場に

おける相場その他の指標に係る短期的

な変動、市場間の格差等を利用して利

益を得る等の目的(以下「特定取引目

的」という)の取引については、取引

の約定時点を基準とし、貸借対照表上

「特定取引資産」及び「特定取引負

債」に計上するとともに、当該取引か

らの損益(利息、売却損益及び評価損

益)を損益計算書上「特定取引収益」

及び「特定取引費用」に計上しており

ます。 

 特定取引資産及び特定取引負債の評

価は、時価法により行っております。 

同左 

２ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的



  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

(2) 金銭の信託において信託財産を構

成している有価証券の評価は、上記

１及び２(1)と同じ方法により行っ

ております。 

  なお、運用目的及び満期保有目的

以外の金銭の信託の信託財産の構成

物である有価証券の評価差額につい

ては、全部純資産直入法により処理

しております。 

(2)a     同左 

a 

３ デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法 

 デリバティブ取引(特定取引目的の

取引を除く)の評価は、時価法により

行っております。 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

有形固定資産の減価償却は、定率

法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

  建物：15年～50年 

  動産：２年～20年 

(1) 有形固定資産 

  有形固定資産の減価償却は、定率

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物：15年～50年 

 動産：２年～20年 

(会計方針の変更) 

 平成19年度税制改正に伴い、平成

19年４月１日以降に取得した有形固

定資産のうち建物（建物附属設備を

除く）以外については、改正後の法

人税法に基づく償却方法により減価

償却費を計上しております。 

 また、建物（建物附属設備を除

く）については、平成19年度税制改

正を契機に、残存当 事 業 如 に �

据,ﾈﾋ��&@





  

 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  貸倒引当金は、予め定めている資

産の自己査定基準及び償却・引当基

準に則り、次のとおり計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

  貸倒引当金は、予め定めている資

産の自己査定基準及び償却・引当基







  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度









表示方法の変更 

  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度





 
  

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

当事業年度末 
(平成20年３月31日)





(損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成9y[ﾙ�ﾃ来鯑





(リース取引関係) 

  

 
  









(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
  

  



(重要な後発事象) 

  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

――――― 

  

 当行は、平成20年４月28日開催の取締役会において、

当行の連結子会社であるaTokaiaPreferred



④ 【附属明細表】 

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで) 

【有形固定資産等明細表】 







第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ――― 

株券の種類 当行は株券を発行しておりません。

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１ 単 �



第７ 【提出会社の参考情報】 

当行は、上場会社でないため法第24条の７第１項の適用はありません。 

  



(13) 発行登録追補書類及びその添付書類 平成19年11月８日 関東財務局長に提出 
平成18年２月13日提出の発行登録書の発行登録追補書類であります。

(14) 臨時報告書 平成19年12月13日 関東財務局長に提出 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)に基づく臨時報告書でありま
す。

(15) 半期報告書及びその添付書類 平成19年12月27日 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当ありません。 
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平成20年６月26日
 

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 

 

  

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」



 

  

平成19年６月27日
 

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 
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